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たのは有吉先生がお話しされていたとおり 2001 年です。まず第 1 に、2001
年から 2020 年までの間にどのような変化が起きてきたのか、いわゆる Look 






























ド技術を活用した電子認証サービスの接合」Business Law Journal 2020 年
10 月号 38 － 47 頁がございます。この論説のタイトルの「再興」という言
葉には、まさに再び興す、私自身の「実務と学理の架橋」の思いが込められ





























































































































































の 2020 年 5 月 29 日の法務省の会社法の施行規則の明確化によって、いわゆ
るクラウド型の電子署名でもポチッと送信して、ポチッと押してもらうこと
によって、議事録の署名を完了できるというふうなことが、早速 5 月 29 日
に変わりました。
























　そして、右から 2 番目の 7 月 2 日の所もご覧ください。規制改革推進会議
は、毎年 2 回、答申を提出しておりますけれども、まさに 7 月の答申の中に
押印と対面規制の見直しというものが明記されることになりました。そして、
さらに 7 月 17 日と 9 月 4 日には、有吉先生からもご講演がありました、ク





情報としては 2021 年の 1 月 29 日には、地方自治法の施行規則が 234 条の 5
を受けた 12 条の 4 の 2 というふうな条文がございまして、民間と地方自治
体が契約をする際には、この電子証明書を使ってくださいという、さらに厳


















そして、一部の方は既に 5G、多くの方が 4G の速さをエンジョイされてい
























































































































うのは理解できますけれども、例えば 50 万円、100 万円のような業務委託、
































































































役、それから FM 東京執行役員、CSK-IS の執行役員等を経られて、わが国
5 番目の電子債権記録機関である日本電子記録債権研究所をつくられ、それ
をTranzax と改名されて、現在その創業者、さらにその後OGU-Techs、リー
テックスという会社をつくられて、今日に至っておられます。それでは小倉
様、よろしくお願いいたします。
（54）
